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（外国人事業法に基づく）最低資本及び最低資本のタイ国への持ち込み期間を定める省令 
 

 前文省略 
 

 第一項 

 仏暦二五四五年・最低資本及び最低資本のタイ国への持ち込み期間を定める省令の第三項の

内容を廃し、以下に代える。 

 「第三項 

 第三／一項の規定下に自然人もしくはタイ国内で登記していない法人である外国人は、最低資

本である外貨を第一四条第一段に基づく営業開始日もしくは第一四条第二段に基づく許可取得

日から三年以内に、第一項または第二項で定められた基準に基づき全額をタイ国内に持ち込ま

なければならない。このとき最初の三ヶ月以内に最低資本の二五％以上を、一年以内に五〇％

を持ち込まなければならず、残りについては一年につき最低資本の二五％以上を持ち込む。 

 事業期間が三年に満たない場合は、最低資本となる外貨を第一四条第一段に基づく営業開始

日もしくは第一四条第二段に基づく許可取得日から六ヶ月以内に持ち込まなければならない。」 
 

 第二項 

 以下の内容を仏暦二五四五年・最低資本及び最低資本のタイ国への持ち込み期間を定める省

令の第三／一項及び第三／二項として加える。 

 「第三／一項 

 タイ国が締結している、一方の締結国がもう一方の締結国国民に相互に免除権を付与する二国

間条約によりタイ国内で事業を営む第三項に基づく外国人は、本省令の施行日から五年以内に

第一項または第二項で定められた基準に基づき最低資本を外貨で全額タイ国内に持ち込まなけ

ればならない。 
 

 第三／二項 

 タイ国が締結している、一方の締結国がもう一方の締結国国民に相互に免除権を付与する二国

間条約によりタイ国内で事業を営むタイ国内で登記した法人である外国人は、営業開始日もしく

は保証書取得日にその法人が第一項または第二項で定めた基準に基づく最低資本全額を有して

いないとき、本省令の施行日から五年以内に当該基準に基づき外貨で最低資本を全額タイ国内

に持ち込む。」 
 

 第三項 

 本省令の施行日前に、タイ国が締結している一方の締結国がもう一方の締結国国民に相互に

免除権を付与する二国間条約によりタイ国内で事業を営んでいたタイ国内で登記した法人である

外国人で、第一項または第二項で定めた基準に基づき最低資本をまだ全額持ち込んでいない者
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は、本省令の施行日から五年以内に当該基準に基づき全額持ち込なければならない。 
 

 仏暦二五四七年［西暦二〇〇四年］七月一四日制定 

 仏暦二五四七年八月三〇日官報告示 
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